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図図書書館館関関係係諸諸規規程程  
 

小樽商科大学附属図書館規程    

（昭和48年12月5日全部改正）  

（趣旨） 

第１条 この規程は，小樽商科大学学則第６条第

２項の規定に基づき，小樽商科大学附属図書館（以

下「図書館」という。）の管理運営に関して必要

な事項を定める。 

 （目的） 

第２条 図書館は，図書，学術雑誌その他必要な

資料（以下「図書館資料」という。）を収集，整

理，保存及び提供し，併せて学術情報システム活

用の場として機能することにより，小樽商科大学

における教育及び研究を支援するとともに，地域

社会の知的情報機関としての役割を果たすことを

目的とする。 

 （図書館長） 

第３条 図書館に図書館長（以下「館長」という。）

を置く。 

２ 館長は，図書館の管理運営を掌理する。 

 （図書館運営委員会） 

第４条 図書館の運営に関する重要事項を審議す

るため，小樽商科大学附属図書館運営委員会（以

下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会に関し必要な事項は，別に定める。 

 （図書館資料の管理） 

第５条 図書館資料の管理のため，図書館に開架

閲覧室，書庫，特殊資料室，貴重図書展示室，史

料展示室を置く。 

（図書館の利用）  

第６条 図書館の利用に関し必要な事項は，別に

定める。 

（雑則） 

第７条 この規程に定めるもののほか，図書館の

管理運営に関し必要な事項は，委員会の議を経て

館長が別に定める。 

   附 則  

１ この規程は，昭和48年12月5日から施行する。  

２ 附属図書館規程（昭和24年6月1日制定）は，

廃止する。  

   附 則  

 この規程は，平成３年10月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成9年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成9年6月11日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成16年4月1日から施行する。 

   附 則 

１ この規程は，平成18年1月18日から施行する。  

２ この規程の施行前に委嘱された館長について

は，この規程による改正後の小樽商科大学附属図

書館規程第３条の規定により委嘱されたものとみ

なし，その任期は，平成18年3月31日までの２

年とする。  

   附 則 
 この規程は，平成20年4月1日から施行する。 

   附 則 
 この規程は，平成22年６月16日から施行する。 

 

 
 
 
 
 
小樽商科大学附属図書館運営委員会規程    

（昭和47年4月1日制定）  

（趣旨） 

第１条 この規程は，小樽商科大学附属図書館規

程第４条第２項の規定に基づき，小樽商科大学附

属図書館運営委員会（以下「委員会」という。）

に関する必要な事項を定める。 

（審議事項）  

第２条 委員会は，次に掲げる事項を審議する。  

（1）附属図書館の将来計画，収書方針等運営の

基本方針に関すること 

（2）附属図書館の施設及び設備の整備方針に関

すること 

（3）附属図書館の予算に関すること 

（4）附属図書館で購入する図書館資料の選定に

関すること 

（5）附属図書館が行う図書館資料の展示，公開

に関すること 

（6）その他附属図書館の運営に関すること 

（組織）  

第３条 委員会は，次に掲げる委員をもって組織

する。  

 (1) 附属図書館長  

 (2) 学術情報課長 

 (3) 各学科及びアントレプレナーシップ専攻か

ら選出された教授，准教授又は講師７名 
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（委員の任期）  

第４条 前条第３号の委員の任期は，２年とする。 

２ 前項の委員に欠員が生じた場合は，これを補

充し，その任期は，前任者の残任期間とする。 

（委員長等）  

第５条 委員会に委員長を置き，附属図書館長を

もって充てる。  

２ 委員長は，委員会を招集しその議長となる。  

３ 委員長に事故あるときは，委員長があらかじ

め指名した委員がその職務を代行する。  

（議事）  

第６条 委員会は，委員の３分の２以上の出席を

もって成立する。 

２ 議事は，出席者の過半数をもって決し，可否

同数のときは，議長の決するところによる。 

（委員以外の者の出席）  

第７条 委員会は，必要に応じ委員以外の者の出

席を認め，意見を聴くことができる。  

（事務）  

第８条 委員会の事務は，学術情報課が行う。 

第９条 この規程に定めるもののほか，委員会の

運営に関し必要な事項は，委員会が別に定める。 

   附 則  

１ この規程は，昭和47年4月1日から施行する。  

２ 附属図書委員会規程（昭和31年10月1日制定）

は，廃止する。  

   附 則  

 この規程は，昭和58年3月16日から施行する。  

   附 則  

１ この規程は，平成3年10月1日から施行する。 

２ この規程施行の際，現に改正前の規程第２条第

２号の規定により選出された委員である者の任期

については，なお，従前の例による。 

   附 則  

１ この規程は，平成9年6月11日から施行する。 

２ この規程施行の際，現に改正前の規程第２条第

２号の規定により選出された委員である者の任期

については，なお，従前の例による。 

   附 則  

 この規程は，平成16年4月1日から施行する。 

   附 則  

 この規程は，平成19年4月1日から施行する。 

   附 則  

 この規程は，平成20年4月1日から施行する。 

   附 則  

 この規程は， 平成22年6月16日から施行する。 

 

 

 

小樽商科大学附属図書館利用規程    

（昭和48年12月5日制定）  

（趣旨） 

第１条 この規程は，小樽商科大学附属図書館規

程第６条の規定に基づき，小樽商科大学附属図書

館（以下「図書館」という。）の利用に関し必要

な事項を定める。 

（休館日）  

第２条 休館日は，年末年始の休日とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，附属図書館長（以

下「館長」という。）が必要と認めたときは，臨

時に開館又は休館することができる。 

（開館時間）  

第３条 開館時間は，次のとおりとする。  

 平  日 午前８時４５分から午後１０時まで 

 土曜日 午前１０時から午後７時３０分まで  

 日曜日 午前１０時から午後５時まで 

 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第 

178号）に規定する休日（以下「祝日」という。）  

         午前１０時から午後５時まで 

本学創立記念日（７月７日） 

午前１０時から午後７時３０分まで

（ただし，日曜日の場合は午後５時まで） 

２ 前項の規定にかかわらず，春季･夏季･冬季休

業期間（夜間主コースの夏学期を除く。）におい

ては，午後５時で閉館するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず，館長が必要と認

めたときは，開館時間を変更することができる。 

 （利用者） 

第４条 図書館を利用できる者（以下「利用者」

という。）は，次のとおりとする。 

 (1) 本学の職員 

 (2) 本学の学生（研究生，科目等履修生及び特

別聴講学生を含む。）  

 (3) 本学の名誉教授  

 (4) 図書館の利用を申し出た学外者  

（利用者ＩＤカード等の交付） 

第５条 利用者に対し，必要に応じて利用者ＩＤ

カード（以下「ＩＤカード」という。）を交付す

るものとする。 

２ 前条第４号の者に対し，本学職員の保証があ

れば，館長は，図書特別閲覧票を交付することが

できる。 

 （入庫及び検索） 

第６条 次に掲げる者は，書庫に入り図書を検索

することができる。  

 (1) 本学の職員  

 (2) 本学の大学院生 

 (3) 本学の学部学生，研究生，科目等履修生及 
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び特別聴講学生で指導教員が保証するとき，又は

ともに入庫するとき。 

 (4) 本学の名誉教授  

 (5) 図書特別閲覧票の交付を受けた者  

 (6) その他館長が認めた者  

２ 特殊資料室，貴重図書展示室に入室するとき

は，職員の立ち合いを得なければならない。  

（図書館資料）  

第７条 この規程において，図書館資料とは，次

のものをいう。  

 (1) 図書  

 (2) 学術雑誌  

 (3) 視聴覚資料  

 (4) その他の教育研究上必要な資料  

 (5) 本学の教職員及び学生の著作 

 (6) 本学の歴史に係る各種資料 

２ 前項第４号には，電磁的記録（電子的方式，

磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られた記録）を含む。た

だし，このうち，図書館が行う購読契約によって

利用可能となっているインターネット上の学術

資料（電子ジャーナル，文献データベース等）の

利用については，本規程の規定にかかわらず，当

該購読契約に定められた利用環境，利用条件に拠

るものとする。 

（館内閲覧） 

第８条 図書館資料は，所定の閲覧場所で閲覧し， 

閉館時間までに所定の場所に返却しなければなら 

ない。 

２ 開架図書は，直接閲覧することができる。 

３ 閉架図書を閲覧しようとするときは，所定の 

館内閲覧・図書請求票に必要事項を記入して，身 

分証明書又はＩＤカードを添えて係員に提出しな 

ければならない。 

（館外貸出） 

第９条 利用者が図書館資料の館外貸出しを受け 

ようとする場合は，所定の手続きを経なければな 

らない。 

２ 館外貸出しを受けられる図書館資料は，次の

とおりとする。 

 (1) 第７条第１項第１号に定める図書（参考資

料，統計表類，新着図書，貴重図書，特殊資料(特

殊文庫，本学の沿革資料，卒業論文，学位論文等)

を除く）  

 (2) その他館長が認めたもの 

３ 図書の館外貸出しの冊数及び期間は，次のと

おりとする。  

 (1) 本学の専任教員 ５０冊まで １か年以内 

 (2) 第１号以外の本学の職員  

５冊まで １か月以内 

 (3) 本学の大学院生 ３０冊まで ２か月以内 

 (4) 第３号以外の本学の学生  

１０冊まで １か月以内  

 (5) 本学の名誉教授及び図書特別閲覧票の交付 

を受けた者        ２０冊まで ６か月以内 

 (6) その他図書館の利用を申し出た学外者  

３冊まで １６日以内 

４ 前項の規定にかかわらず，開架閲覧室図書の 

貸出期間は１か月以内とする。ただし，前項各号 

に１か月未満の定めのあるものについては，その 

期間とする。 

５ 学術雑誌は，本学の専任教員に限り１週間を

限度として貸し出すことができる。 

６ 同一図書の貸出しの継続を希望する者は，他 

にその図書の貸出しを希望する者がいない場合に 

限り，再び貸出しを受けることができる。 

７ 貸出しを受けた図書は，転貸をしてはならな 

い。 

８ 第３項の規定にかかわらず，館長は，本学の 

専任教員が研究のため特に常時必要とする図書館 

資料を１年以上研究室に貸し出すことができる。 

９ 前項による貸出し中の図書館資料は，貸出し 

を受けた専任教員が保管の責任を負い，次の各号 

に該当するときは，直ちに返納しなければならな 

い。 

 (1) 貸出しの必要がなくなったとき  

 (2) 本学の身分を失ったとき 

10 専任教員は，貸出し中の図書館資料について

利用者から利用の申し出があった場合は，教育研

究に支障がない限りこれに応じるものとする。 

11 専任教員は，貸出し中の図書館資料について

図書館の協力を得て定期的に点検するものとする。 

（返却）  

第１０条 利用者は，貸出しを受けた図書を指定

の期日までに返却しなければならない。  

２ 次の各号に該当するときは，貸出図書を直ち

に返却しなければならない。  

(1) 本学の職員及び学生がその身分を失ったと 

き  

 (2) 本学の職員が休職又は停職を命じられたと 

き  

 (3) 本学の学生が休学し，又は停学を命じられ 

たとき  

 (4) 館長が返却を求めたとき 

（施設備付資料） 

第１１条 館長は，必要と認めるときは，他の施

設に図書館資料の備付けを認めることができる。 
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２ 前項による備付け中の図書館資料は，施設責

任者が保管の責任を負うものとする。 

３ 施設責任者は，備付け中の図書館資料につい

て利用者から利用の申し出があった場合は，教育

研究に支障がない限りこれに応じるものとする。 

４ 施設責任者は，備付け中の図書館資料につい

て図書館の協力を得て年１回点検するものとす

る。 

 （図書館資料の複写） 

第１２条 利用者は，教育研究又は学習（以下「教

育研究等」という。）のため複写を希望する場合

は，所定の手続きを経て図書館資料の複写を依頼

することができる。 

２ 利用者は，図書館内に設置されたセルフ式コ

ピー機を使用して自ら図書館資料を複写するこ

とができる。 

３ 前項の規定により利用者が自ら複写を行う

場合には，事前に所定の複写申込用紙を館長に提

出しなければならない。 

４ 第１項の複写に関し必要な事項は，国立大学

法人小樽商科大学附属図書館文献複写規程の定

めるところによる。 

 （参考調査） 

第１３条 利用者は，教育研究等のための文献調

査及び情報の提供を依頼することができる。 

 （相互協力） 

第１４条 利用者は，教育研究等のために必要な

ときは，所定の手続きを経て他の大学図書館等及

び資料の利用について斡旋を依頼することがで

きる。 

２ 他の大学図書館等から図書館及び資料の利

用について申し込みがあったときは，館長が学内

の利用に支障がないと認める範囲でこれに応じ

るものとする。 

  （利用の制限）  

第１５条 次に掲げる場合においては利用を制限

することができる。 

 (1) 図書館資料に独立行政法人等の保有する情

報の公開に関する法律（平成13年法律第140号。

以下「情報公開法」という。）第５条第１号，第

２号及び第４号 イに掲げる情報（個人情報に係る

部分等）が記録されていると認められる場合にお

ける，当該情報が記録されている部分 

 (2) 図書館資料の全部又は一部を一定の期間公

にしないことを条件に個人又は情報公開法第５条

第２号に規定する法人等から寄贈又は寄託を受け

ている場合における，当該期間が経過するまでの

間 

 (3) 図書館資料の原本を利用させることにより

当該原本の破損もしくはその汚損を生じるおそれ

がある場合又は当該原本が現に使用されている場

合 

 （規律の維持） 

第１６条 利用者は，この規程及び係員の指示す

る事項を守らなければならない。 

２ 館長は，前項の規定に違反した者に対して，

一定期間図書館の利用を停止させることができる。 

 （賠償責任） 

第１７条 利用者は，図書館資料及び施設・設備

を紛失，汚損又は破損した場合は，直ちに館長に

申出るとともに賠償しなければならない。 

 （雑則） 

第１８条 図書館資料を利用者の閲覧に供するた

め，図書館資料の目録及びこの規程を常時閲覧室

内に備え付けるものとする。 

２ この規程に定めるもののほか，図書館の利用

に関し必要な事項は，図書館運営委員会の議を経

て館長が別に定める。 

   附 則  

１ この規程は，昭和48年12月5日から施行する。  

２ 附属図書館借覧細則（昭和24年6月1目制定）

は，廃止する。  

   附 則  

 この規程は，平成4年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成4年5月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成6年2月9日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成7年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成9年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成9年6月11日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成10年1月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成13年4月25日から施行し，

平成13年4月1日から適用する。  

   附 則  

 この規程は，平成15年2月3日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成16年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成17年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成18年4月1日から施行する。 

   附 則  
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 この規程は，平成20年4月1日から施行する。 

   附 則  

 この規程は，平成22年2月8日から施行する。 

   附 則  

 この規程は， 平成22年6月16日から施行する。 

 

 

 

 

小樽商科大学附属図書館文献複写規程    

（昭和48年12月5日制定） 

 （趣旨） 

第１条 この規程は，小樽商科大学附属図書館利

用規程第１２条第４項の規定に基づき，小樽商科

大学附属図書館が受託する図書館資料の複写の申

込手続き，料金等に関し必要な事項を定める。  

  （受託）  

第２条 図書館資料の複写は，教育研究又は学習

に供する場合であって，本人自ら複写することが

困難である場合に限り，受託するものとする。  

  （複写の依頼）  

第３条 文献複写を依頼しようとする者は，あら

かじめ文献複写申込書を附属図書館長に提出しな

ければならない。  

  （複写料金等の納入）  

第４条 学内の学科等の依頼でその経費を移算す

るもの以外の複写については，文献複写申込者は

複写料金及び複写物送料（以下「複写料金等」と

いう。）を前納しなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず，次に掲げるものに

あっては次条の徴収猶予の許可を得た場合は，徴

収を猶予することができる。 

    (1) 国立大学法人，独立行政法人国立高等専門 

学校機構及び大学共同利用機関法人の図書館（資

料室等を含む。）  

(2) 公私立大学（短期大学を含む。）の図書館  

(3) 学校図書館  

(4) 公共図書館 

(5) その他学術研究を行うことを目的とした施

設に設置された図書館及びこれに類する施設（国

若しくは地方公共団体又は営利を目的としない法

人が設置するものに限る。）  

３ 納付した複写料金等は，還付しない。  

（徴収猶予）  

第５条 複写料金等の徴収猶予を希望する機関の

長は，あらかじめ学長に複写料金等に係る徴収猶

予の申請をしなければならない。ただし，国立情

報学研究所のＩＬＬ料金相殺サービスに加入して

いる機関にあっては，この限りではない。  

２ 学長は，その申請が研究者に対する迅速な図

書館資料の提供を目的とすると認められる場合，

許可するものとする。  

３ 徴収猶予の取扱いについては，別に定める。  

  （複写料金）  

第６条 複写料金は，次のとおりとする。  

 (1) 電子式複写方式による複写  

 Ａ３判以下１枚につき (白黒)学内者１５円 

 学外者３５円  

           （カラー）学内者３５円 

 学外者５５円  

(2) リーダープリンターによる複写  

 Ａ３判以下１枚につき 学内者１５円  

学外者３５円  

   附 則  

 この規程は，昭和48年12月5日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，昭和51年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成元年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成元年9月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成2年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成9年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成11年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成16年4月1日から施行する。  

   附 則  

 この規程は，平成18年11月29日から施行する。  

   

    

 様式 文献複写申込書（略） 

 

 


